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企業と雇用システム

労働政策の新たな動きと
新しい働き方

高田好章

第１５回

２０１９年７月１８日



◎今回のテーマ
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多くの先進諸国はこれまで労働規制を緩和しようとす
る政策が近年とられてきました。日本も例外ではなく、
労働者の働き方を守る様々な政策や規制を「岩盤規
制」と呼んで掘り崩そうとしています。

しかしながら、最近は「働き方改革」と称して新たな労
働政策が打ち出されています。

このような労働政策の変遷はどこから来たのか、また
どのようにしようとしているのか見ます。
さらに、新しい働き方についても考えます。

労働政策の新たな動きと新しい働き方
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新たな「階級社会」 出現

橋本健二
『新・日本の階級社会』
２０１８年１月
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新たな「階級社会」 出現

ｃ

ｃ

ｃ

ｃ

ｃ

資本家階級

旧中間層

新中間層

労働者階級
正規労働者

アンダークラス

週刊東洋経済
2018年4月14日号
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新たな「階級社会」 出現

2019-07-17 朝日新聞



7

新たな「階級社会」 出現

2019-07-17 朝日新聞
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新自由主義による労働政策の変遷

１９７３年
石油危機後、福祉国家政策を放棄
新自由主義原理の構造改革政策
労働市場における市場メカニズム発揮

１９８５年
労働者派遣法制定・民間職業紹介の規制緩和
男女雇用均等法制定

１９９５年
日経連の「新時代の「日本的経営」」雇用流動化へ
真の狙いは、総額人件費の抑制

年功型賃金を成果主義賃金へ
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新自由主義による労働政策の変遷
２００１年

小泉構造改革
労働市場の構造改革、労働分野の規制緩和
雇用流動化
日本的雇用慣行からの転換、自己責任原則の確立

２００９年
２００８年リーマンショックを契機に、
格差・貧困をもたらした構造改革政策批判
民主党政権：新自由主義政策が一時後退

２０１２年
第２次安倍政権： 成長戦略： 労働改革：
企業の雇用維持から労働移動への予算配分
雇用特区構想、解雇規制の緩和、
労働時間規制の緩和、ジョブ型・限定正社員制度
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働き方改革：政策立案の流れ： ２０１６年

2016-05-11朝日新聞

２月
働き方改革
仕掛けたのは政府

「一億総活躍社会
実現対話」
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働き方改革：政策立案の流れ ２０１６年

2016-05-19日経新聞

５月１９日

ニッポン
一億総活躍プラン

↓
同一労働同一賃金
長時間労働是正
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働き方改革：政策立案の流れ ２０１６年

2016-09-03日経新聞

８月２日

「働き方改革推進室」
設置

↓
官邸前面
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働き方改革：政策立案の流れ ２０１６年

2016-08-07日経新聞

８月７日

働き方改革
↓

成長戦略のひとつ
であることの注意
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働き方改革：政策立案の流れ ２０１６年

2016-09-17朝日新聞

９月１６日
働き方改革
実現会議
メンバー発表

９月２７日
初会合
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2016-09-28日経新聞

９月２７日

実現会議

労働条件改善
優先
生産性置き去り

働き方改革：政策立案の流れ ２０１６年
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働き方改革：政策立案の流れ ２０１６年

2016-10-14朝日新聞

１０月１３日

意見交換会

働き方
多様な声



172016-12-16日経新聞（夕）

現場の声

現場とは
どこにいる人
どんな立場の人
でしょうか
本当に大変な
労働現場で働く人
の声は届くの
でしょうか

ｃ

女優など

働き方改革：政策立案の流れ ２０１６年



182017-01-19 朝日新聞

働き方改革：政策立案の流れ ２０１７年１月１８日

ｃ



192017-02-01 朝日新聞

働き方改革：政策立案の流れ ２０１７年１月３１日
参院予算委：月平均６０時間、繁忙期に月最大１００時間

法律に過労死ライン基準



202017-03-14 朝日新聞

働き方改革：政策立案の流れ ２０１７年３月１３日

経団連・連合：「１００時間」の線で一致：過労死ライン
連合：１００時間「未満」を要求 →「１００時間未満」で決着



212017-07-14 朝日新聞

働き方改革：政策立案の流れ ２０１７年７月
残業長時間規制案に、過労死家族の会が批判
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2017-07-12 朝日新聞

働き方改革：政策立案の流れ ２０１７年７月
連合 「高プロ制」容認へ 方針転換



232017-07-14 朝日新聞

働き方改革：政策立案の流れ ２０１７年７月１４日
連合「高プロ制」容認 傘下の労組に聞かず 「変質」と報道



242017-07-20 朝日新聞

働き方改革：政策立案の流れ ２０１７年７月１９日
連合本部へ 労働者から抗議デモ

労働者から
労働組合の
ナショナルセンター
が抗議される

という

労働者を守らない
ナショナルセンター



252017-07-22 朝日新聞

働き方改革：政策立案の流れ ２０１７年７月１９日
連合・中央執行委で、「高プロ制」容認へ異論続出



262017-07-27 朝日新聞

働き方改革：政策立案の流れ ２０１７年７月２６日
連合 「高プロ制」容認を撤回、と表明



272017-09-09 朝日新聞

働き方改革：政策立案の流れ ２０１７年９月８日
厚労省 法案概要 「高プロ制」導入し、連合の修正入れる



282017-09-14 朝日新聞

働き方改革：政策立案の流れ ２０１７年９月１３日
連合 「高プロ制」導入反対だが、法案提出容認



292017-09-16 朝日新聞

働き方改革：政策立案の流れ ２０１７年９月１５日
労政審答申 おおむね妥当 法案提出が決まる



302017-09-22 朝日新聞

働き方改革：政策立案の流れ ２０１７年９月２２日
９月２８日開会臨時国会で、冒頭解散と報道 法案先送りへ



312017-09-28 日経新聞夕刊

働き方改革：政策立案の流れ ２０１７年９月２８日
９月２８日 臨時国会冒頭で、解散 総選挙へ 法案持越し



322017-10-23 朝日新聞

働き方改革：政策立案の流れ ２０１７年１０月２２日
総選挙 与党が大勝



332018-01-30 日経新聞

働き方改革：政策立案の流れ ２０１８年１月２９日
国会 働き方法案 再び論戦始まる、



342018-02-14 朝日新聞

働き方改革：政策立案の流れ ２０１８年２月１４日
裁量労働制 首相答弁に疑義と報道 ： 答弁を撤回



352018-02-19 朝日新聞

働き方改革：政策立案の流れ ２０１８年２月１９日
裁量労働制調査 異なるデータを比較して、答弁



362018-02-21 朝日新聞

働き方改革：政策立案の流れ ２０１８年２月２１日
労政審 法案作成に、不正なデータを比較して示す



372018-03-01 日経新聞

働き方改革：政策立案の流れ ２０１８年２月２８日
政府 働き方法案から、裁量労働制を削除
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働き方改革：政策立案の流れ ２０１８年５月２５日
働き方法案 衆議院委員会で、強行採決

2018-05-26 朝日新聞デジタル版



392018-06-29 朝日新聞

働き方改革：政策立案の流れ ２０１８年６月２９日
働き方法案 成立見通し、議論不十分 と報道



402018-06-29 朝日新聞夕刊

働き方改革：政策立案の流れ ２０１８年６月２９日
働き方改革法 成立



412018-06-29 朝日新聞 名古屋版

働き方改革：政策立案の流れ ２０１８年６月２９日
働き方改革法成立に「家族の会」 反発と嘆き 使い捨てと
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2018-06-29 朝日新聞夕刊

働き方改革：政策立案の流れ ２０１８年６月２９日
「高プロ」＝歯止めなし 「月１００時間」未満＝過労死ライン



43
2018-06-30 日経新聞

働き方改革：政策立案の流れ ２０１８年６月３０日

生産性 時間より成果 と日経は報道
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働き方改革関連法

主な内容
・残業時間の上限規制 規制？
・高年収の専門職に適用：「高プロ制」 緩和
・同一労働同一賃金 規制
・勤務間インターバル制度 規制
・年休の消化義務 規制
・労働時間の把握義務 規制
・フレックスタイム制の拡大 緩和
・中小企業の割増賃金引上げ 規制



452018-06-30 朝日新聞

働き方改革関連法 主な内容と施行期日
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2018-07-19 朝日新聞

働き方改革関連法 高プロ制



472018-12-27 朝日新聞

働き方改革関連法 高プロ制 運用決定



482018-12-27 朝日新聞

働き方改革関連法 高プロ制 運用決定内容



492018-07-07_（声） 朝日新聞

働き方改革関連法 高プロ制への批判

派遣労働
業種制限

↓
制限無し

高プロ
年収制限

↓
年収下げる？



502018-07-14 朝日新聞

働き方改革関連法 残業規制
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働き方改革関連法 残業規制 ２０１９年７月１８日

2019-07-18 朝日新聞大阪版

報道

厚労省
３６協定のひな型
例示
過労死ラインに
過労死遺族
改善申し入れ



522018-07-18 朝日新聞

働き方改革関連法 残業規制： 猶予・除外



53
2018-08-01 朝日新聞

働き方改革関連法 残業規制：運輸業の問題



542018-07-21 朝日新聞

働き方改革関連法 勤務間インターバル制度



552018-07-20 朝日新聞

働き方改革関連法 同一労働同一賃金



562018-09-11 朝日新聞

働き方改革関連法 同一労働同一賃金：派遣では



572018-07-25 朝日新聞

働き方改革関連法 有給休暇消化義務
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2018-07-25 朝日新聞

過労死防止法 過労死防止大綱 数値目標

インターバル制導入
２０２０年までに１０％以上

制度を知らない企業
２０２０年までに２０％未満

相談先のある職場
２０２２年までに９０％以上

特別調査対象業種
自動車・教職員・外食・ＩＴ
医療 に、 建設・メディア
を追加



592019-01-10 朝日新聞

働き方改革関連法 残された問題点



602019-01-10 朝日新聞

働き方改革関連法 残された問題点： 医師

医師の残業上限
法案

勤務医
２０２４年に、９６０時間

地域医療医師
２０３５年まで
１９００～２０００時間



612018-12-07 朝日新聞

働き方改革関連法 残された問題点： 教員



622018-12-07 朝日新聞

働き方改革関連法 残された問題点： 教員



632019-01-26 朝日新聞

働き方改革関連法 残された問題点： 教員
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2019-01-26 朝日新聞

働き方改革関連法 残された問題点： 教員



652019-06-20 朝日新聞

働き方改革関連法 残された問題点： 教員



662019-06-20 朝日新聞

働き方改革関連法 残された問題点： 教員



672019-07-15 朝日新聞

働き方改革関連法 残された問題点： 教員



682019-07-15 朝日新聞

働き方改革関連法 残された問題点： 教員
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2018-09-26 朝日新聞

働き方改革関連法 残された問題点： パワハラ



702018-07-14 日経新聞

働き方改革関連法 諦めてはいない：裁量労働制



712018-07-14 日経新聞

働き方改革関連法 諦めてはいない：裁量労働制



722018-07-14 日経新聞

働き方改革関連法 諦めてはいない：裁量労働制



732018-09-21 朝日新聞

働き方改革関連法 諦めてはいない：裁量労働制



74

今週のビデオ

未来への提言

社会起業家 ビル・ﾄﾞﾚｲトン
～世界を動かすチェンジメーカー～

２００８年５月２５日 ＮＨＫ ＢＳ１
約２２分
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社会起業家

斎藤槙『社会起業家』より

社会事業の定義
社会的貢献
商業主義ではない
動機・手法・目標
市場原理に基づかない
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雇用なしで生きる：時間銀行

工藤律子『雇用なしで生きる』より

時間銀行
「時間」を交換単位として

「銀行」に参加するメンバー
間でサービスをやり取りする
仕組み
→ 地域通貨
・エンデ「モモ」：時間どろぼう
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協同労働 労働者協同組合

「週刊金曜日」２０１８年９月１４日号より
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協同労働 労働者協同組合

「週刊金曜日」２０１８年９月１４日号より
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協同労働 労働者協同組合

津田直則『連帯と共生: 新たな文明への挑戦』より

連帯社会： 共存・協力・共生・調和・信頼・絆
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協同労働 労働者協同組合

石塚秀雄『バスク・モンドラゴン―協同組合の町から』より

モンドラゴン協同組合グループ

スペイン
バスク州
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協同労働 労働者協同組合

石塚秀雄『バスク・モンドラゴン―協同組合の町から』より

モンドラゴン協同組合グループ

バスク州
モンドラゴン
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協同労働 労働者協同組合

石塚秀雄『バスク・モンドラゴン―協同組合の町から』より

モンドラゴン協同組合グループ

バスク州
モンドラゴン
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協同労働 労働者協同組合

石塚秀雄『バスク・モンドラゴン―協同組合の町から』より

モンドラゴン協同組合グループ
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協同労働 労働者協同組合

石塚秀雄『バスク・モンドラゴン―協同組合の町から』より

モンドラゴン協同組合グループ
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協同組合原則 1987年
１） 自由加入
２） 民主的組織
３） 労働の主権 （労働の優越）
４） 道具としての資本の従属的性格
（資本の道具的・従属的政策）

５） 運営への参加 （管理への参加）
６） 報いのある連帯 （給与の連帯性）
７） 協同組合間協力
８） 社会変革
９） 普遍性 （国際性）
１０）教育

モンドラゴン協同組合グループ

石見尚『日本型協同社会論事始め』より
※（）は石塚秀雄『バスク・モンドラゴン―協同組合の町から』より
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これで、私の講義は終わりです

87

最後に・・・

・雇用者・会社員・従業員として、働きながら心がけること

・いつでも勉強
仕事の技術・技能をつけていくこと：
例えば、コンピュータプログラム、簿記検定

・働きながら学ぶ：経済学を修めたものとして：
会社・仕事は、経済学のとても重要な研究材料
学者先生には手に入らないものが目の前にあります



これで、私の講義は終わりです

88

さらに・・・

・何か質問、仕事をしてからも何か言いたいこと、
質問したいことがありましたら、
ＨＰのメール送付に書き込んで送ってください。
その際には、「立命で講義を聴きました」、
と一言添えてもらえれば、ありがたいです。
それには真摯に答えるつもりです。

・早口で、たくさんしゃべって、すいませんでした。
しかし、それでもお聴きいただき、
半年間、ありがとうございました。
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これで私の講義は終わります
最後まで聴いていただき、
ありがとうございました

高田好章


